
様式２－１

R４ ～ R８

④女性をめぐる課題は複雑化、多様化している。コロナ禍により様々な課題が顕在化したことで、女性活躍推進のための基盤となる
女性の生活や仕事が脅かされ、予期せぬ状況による孤独・孤立で不安や課題を抱える女性を適切な相談支援等へとつなげていく
仕組み作りが重要視されている。
・とりわけ、全国平均と比べ、非正規の職に就いている女性の割合が高い本県では、不安定な雇用状況にある「女性」に対する影響
は大きく、支援の必要性が高い。
・本県においては、孤独・孤立で不安や悩みを抱える女性を支援する民間団体は、シングル女性支援団体、シングルマザー支援団
体ともに、県東部に結成されているのみであったが、本事業を活用し、県西部に新たな拠点を設置し、東西にそれぞれ相談場所と
なる拠点ができた。それにより、特に県西部の相談者数は増加しているが、東西に長く離島も有する本県においては、県内各地にき
め細やかな支援が行き届くには至っていない状況がある。
・さらに、離島や中山間地域にお住まいの方々は、周囲の目を気にされる傾向が強く、上記民間団体の催す相談会等に参加したく
てもしづらいと感じられる方が一定数おられるため、当該地域における支援の行き届きにくさの要因となっている。

【これまでの取組】
・働く女性を対象としたセミナー（H27年度～）

・女性活躍に係る行動計画策定支援（H28年度～）
・しまね女性の活躍応援企業登録制度（H28年度～）

・しまね女性の活躍環境整備支援事業費補助金（H28年度
～）

・経営者やネクストリーダー向けセミナー（H28年度～）
・管理職向けセミナー（H28年度～）

・意識改革のための企業間職位別交流会（H30年度）
・イクメン・イクボスキャンペーン（H28年度）

・イクメン・イクボス養成講座（H29年度、H30年度）
・女性活躍のための男性の家事参画促進キャンペーン（H30

年度）
・しまね女性の活躍応援企業表彰（H28年度～）

・しまね働く女性きらめき大賞（H29年度～）

・働きたい女性のための座談会（H29年度）
・働く女性の紹介事業（H30年度）

・女性就労ワンストップ支援体制整備事業（H30年度～）
・女性活躍推進フォーラム（R1年度）

・女性リーダー育成に向けた階層別セミナー（R1年度）
・女性活躍のための男性の家事・育児参画促進に向けた情報発信事

業（R1年度）
・経営者に向けた意識・行動改革に係るセミナー・ネットワーク化事業

（R2年度～）
・ワーク・ライフ・バランスキャンペーン（R2年度～）

・女性の起業支援事業（R2年度～）
・男性の家事・育児参加促進事業（R2年度～）
・女性のつながりサポート相談事業（R3年度～）

・働きながら学ぶ女性応援事業（R4年度、R5年度）
・女性活躍のための男性の育児休業取得促進啓発広報事業（R5年度

～）

４．地域の実情と課題
⇒要件①「地域性」

令和４年３月　　（ 策定済 ・ 策定予定 ）※どちらかにマルをつけてください。 計画期間（予定）

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（都道府県分）

都道府県名：島根県　　　　　　　　　　　　　　

１．事業名 しまね女性の活躍推進事業

２．実施期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月３１日

①本県は中山間地域が多く、県内企業の99.9%は中小企業、とりわけ小規模企業の割合が高く、人手不足による恒常的な多忙感、
また、女性社員が少ないため、ロールモデルの不在など女性活躍の推進に取り組みにくい環境にある。企業における女性活躍推進
への関心は高まりつつあるが、県内全域で女性の活躍が進んでいるとは言い難い状況である。
・女性の活躍推進の取組を行っている企業は全体の32.1%（R1島根県企業向けアンケート調査）
・しまね女性の活躍応援企業登録数：431企業等（R７.1月末）

②女性の就労意欲は高く、有業女性は多いが、働き続けにくいと感じている女性が多く、家事・育児の負担が女性に偏っている。ま
た、管理的職業従事者に占める女性の割合は高いとはいえず、管理職への昇進意欲も低いうえ、経営者・管理職と女性との間に意
識の乖離がある。
・育児をしている女性の有業率は86.8%で全国3位（全国73.4%）、管理的職業従事者に占める女性の割合は12.4%（全国15.3%）で、有
業率に比べ高いとはいえない状況（R4 就業構造基本調査）
・女性は男性より管理職昇進意欲が低く、「管理職になりたくない」女性は87.3%（男性58.8%）であり、理由に「仕事と家庭の両立が困
難」や「能力に自信がない」をあげる人が多い。（R1島根県企業向けアンケート調査）
・経営者の約4割強が、女性活躍推進の課題は「女性が担当できる仕事が限られる」ことをあげ、女性社員の約2割が「経営者や管理
職の意識改革が不十分」をあげている。（R1島根県企業向けアンケート調査）
・「女性は働き続けにくい」と認識している県民は約5割であり、理由として「育児・介護施設が不十分」「不安定な雇用形態が多い」
「結婚・出産退職の慣行がある」があげられている。（R5 県政世論調査）
・6歳未満の子供を持つ世帯の男性の家事・育児時間が女性の約3分1と短く、女性に負担が偏っている。（男性133分、女性357分）
（R3社会生活基本調査）
・男性の育児休業取得人数割合27.2%（女性92.4%）（R5 島根県労務管理実態調査）

③県内の有効求人倍率は全国に比べ高く、若者の県外流出も顕著であり、慢性的な人手不足が深刻な状況にある。また、女性の
有業率は高いものの、就業を希望する女性が就業に結びついていない状況がある。
・有効求人倍率　島根県 R6.12月分 1.39倍（全国1.25倍）
・近年の社会減の主な要因は、10代後半～20代における進学・就職等による転出超過である。
・現在働いていないが、就業を希望する女性は16,400人（R4就業構造基本調査）
・家事・育児・介護等と両立するために非正規の職に就いている女性の割合が高い。（12.8%　全国 15.4%）(R4就業構造基本調査）

３．女性活躍推進法に基づく
　　推進計画策定時期
　　 （策定予定時期）



（アウトカム） 625社 （R8年度） ４３１社 （R７.1）

（アウトカム） 30.0% （R8年度） 22.7% （R5年度）

（アウトカム） 625社 （R8年度）

（アウトカム） 625社 （R8年度） ４３１社 （R７.1）

（アウトカム） 550件以上 （R7年度末時点） 545件 （R6.12月末時点）

（アウトカム） 90名 （R7年度末時点）

R6目標：90
名
R6実績：77
名

（R6年度末）

（アウトカム） 625社 （R8年度）

（アウトカム） 19市町村 （R5年度） 18市町村 （R4年度）

（アウトカム） 19市町村 （R5年度）

７．事業内容
⇒要件①「地域性」
⇒要件④「政策連携」

①令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の中長期目標

係長以上の役職への
女性の登用割合

③事業目標（全体）
シングルマザー支援団
体における個別相談
件数の増加

母子寡婦支援団体が
実施する相談会/交流
会参加者の増

現状値（時点）目標・ＫＰＩ

しまね女性の活躍応援
企業登録企業数

しまね女性の活躍応援
企業登録企業数

⑤市町村の取組状況に関する目標

④事業ＫＰＩ（全体）

⑥市町村の取組状況に関するＫＰＩ

しまね女性の活躍応援
企業登録企業数

しまね女性の活躍応援
企業登録企業数

女性活躍推進法に基
づく推進計画策定市
町村数

女性活躍推進法に基
づく推進計画策定市
町村数

②令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画
期間中）の重要業績評価指標（ＫＰＩ）（※ＫＰＩは
目標達成への事業進捗の測定指標）

目標値（時点）

５．事業の趣旨・目的
⇒要件①「地域性」

事業番号①について
・育児や介護など様々な理由で自らの希望に沿った働き方ができていない女性を対象に、起業や副業、資格取得など、多様な働き
方に関するセミナーを開催することで、起業に関心のある女性の掘り起こし・起業マインドの醸成を図り、創業支援機関への相談に
繋げる。

事業番号②について
・このような環境にあり、様々な事情により支援につながっていない女性や、自らSOSの声を上げることが困難な女性に寄り添いなが
ら適切な相談機関と連携し、継続的な相談を行うことにより、必要な支援や自立に繋げていくためのフォローアップが重要である。
・安心してSOSを発信してもらうためには、行政より身近な存在である民間団体との連携を図り、当該団体の知見を活用しながら、「県
内には女性支援の民間団体や、様々な相談機関があり、必ず誰かが寄り添ってくれる場所がある」というメッセージを届け続けること
が重要である。
・こうした状況を踏まえ、引き続き、相談のきっかけづくりとして生理用品等の配布も行いながら、上記民間団体が開催する相談会や
アウトリーチ、SNS相談などにより、不安や悩みを抱える女性を早期発見し、しかるべき相談機関と連携して支援することを目的とした
事業を実施する。
・また、上記、離島中山間地域の方々の、周囲の目を気にして相談がしづらい状況に対処するための方策も講じる。

６．事業目標・重要業績評価
指標（ＫＰＩ）　（全体）
⇒要件②「見える化」

事業番号①について
　育児や介護など様々な理由で自らの希望に沿った働き方ができていない女性を対象に、多様な働き方を支援する一環として、起
業に関するセミナーを開催することで、起業に関心のある女性の掘り起こし・起業マインドの醸成を図り、創業支援機関への相談に
繋げる。事業の効果検証・課題整理は、本県の女性活躍を推進するための官民連携の推進母体である「しまね働く女性きらめき応
援会議」と適宜連携し実施する。

　女性活躍の推進については、実施する様々な事業を連携して行うことが、よりよい効果をもたらすため、相互の事業において企画
段階から情報共有し、周知、紹介など、連携して実施することとしている。
※交付金事業以外の事業との連携
○「働く女性のスキルアップセミナー」
・キャリアアップ等に関する情報提供ができる体制を構築する。
○県内での就労を希望する女性を対象とした就職相談窓口「レディース仕事センター」の設置（平成30年4月～）
・本事業での講習受講者の就職を伴走支援。受講者の希望に沿った求人企業を紹介し、面接指導等必要なサポートを行う。
○行動計画策定支援、女性活躍のための働きやすい環境整備支援事業費補助金による支援（県）
・行動計画を策定し、女性活躍に取り組む企業数の増加を全体的な目的としているため、全ての事業に関連する。企業に行動計画
策定支援を行う際には、上記の事業の周知などを行う。
○男性の家事・育児参加促進事業
・男性が積極的に家事・育児等を担うことを促進し、企業において女性が働き続けやすい職場環境の整備を進める。



設置の有無 有
設置（公表）時
期

H28年10月
設置

※連携体制が、
法に基づく協議
会の場合「○」
を選択

○

○ ①実施済

②実施予定 ⇒ 年 月から

③検討中

④実施予定な
し

電話： e-mail：

注）本様式はＡ４で３枚以内としてください。

事業番号②について
　　困難や不安を抱える女性に寄り添った支援を行うため、シングルマザーの支援団体等の知見を活用したきめ細かい相談支援を
実施し、社会との絆・つながりを回復させる。
　具体的には、（１）～（４）の取り組みを行う。
（１）県内各地域において、不安や課題を抱える女性を幅広く対象とした相談会、若年女性や流産・死産・病気で子どもを亡くした女
性等を対象とした相談交流会、ＳＮＳやリモート、メール等による相談対応、同じ悩みを抱える女性同士が繋がる居場所づくりを実
施。必要に応じて相談者を専門家とつなぎ、相談者に寄り添った支援を行う。また、こうした催しに気軽に参加いただけるよう生理用
品や衛生用品の配布も行う。
（２）ＳＮＳ活用による情報発信、子育て支援拠点、社会福祉協議会等への働きかけによる相談者の掘り起こしを行った上、離島中山
間地域においては、”周囲の目を気にして催しに参加しづらい”状況に配慮し、オンライン相談会を行うほか、ＳＮＳを活用した個別
相談の充実を図る。
（３）相談支援の充実を図るため、アウトリーチによる支援を行う。
（４）相談を受ける支援員の育成・スキルアップを図る。
　さらに、県内の関係機関との連携を行うとともに、連携後の適切なフォローアップや自立に向けた継続的な支援を実施する。

女性活躍推進法に基づく協議会の設置状況

１４．経費の内訳 様式２－１－２に記載

12．担当者名及び連絡先

11．女性活躍推進法に基づく
国の「女性活躍推進に向けた
公共調達及び補助金の活用
に関する取組指針」に準じた
公共調達における取組

８．事業の実施により
　　期待される効果

事業番号①について
・先輩起業家との交流会を開催することで、起業ニーズ（対象者）の掘り起しが期待できる。
・起業を学ぶ連続セミナーを開催し、起業に関する学びを深め、また参加者へのフォローアップを行うことで、起業につながることが
期待できる。
・起業や副業など多様な働き方について紹介することで、自分の生活にあった就労につながることが期待できる。

事業番号②について
・継続したアウトリーチ支援により、これまで支援につながりにくかった女性を適切な支援につなげることが期待できる。
・若年女性を対象とした交流会を実施することで、行政機関につながりにくいとされる若年女性への支援の強化が期待できる。
・県内市町村と連携した事業展開により、住民にとって最も身近な行政機関である市町村との政策連携が期待できる。

９．事業効果の検証及び
　　今後の課題の整理方法

島根県、しまね働く女性きらめき応援会議において、事業効果の検証及び課題の整理を行う。

kawai-saki@pref.shimane.lg.jp島根県政策企画局女性活躍推進課　川井彩希 0852-22-5463

10．事業の実施体制
⇒要件③「官民連携・地域連
携」

連携体制の名称 しまね働く女性きらめき応援会議

１３．事業実施及び連携工程 様式２－１－１に記載　⇒要件④「政策連携」

構成団体

各構成団体の主な連
携内容

他の地方公共団体と
の連携

事業番号①について
島根県商工会議所連合会、島根県商工会議所女性会連合会、島根県商工会連合会、島根県商工会女性部
連合会、島根県中小企業団体中央会、島根県中小企業団体女性協議会、 (一社)島根県経営者協会、島根
経済同友会、島根県中小企業家同友会、島根県中小企業家同友会女性部会、 (一社)中国地域ニュービジ
ネス協議会島根支部、ＪＡしまね、 ＪＡしまね女性部、島根県森林組合連合会、島根県漁協女性部連合会、日
本労働組合総連合会島根県連合会、日本労働組合総連合会島根県連合会女性委員会、島根県連合婦人
会、　（公財）２１世紀職業財団、島根県社会福祉法人経営者協議会、（公社）島根県栄養士会、（公社）島根
県看護協会、島根県国公立幼稚園・こども園長会、島根県保育協議会、島根大学、島根県立大学、松江工
業高等専門学校、(公財)しまね女性センター、島根労働局、島根県、島根県教育委員会、島根県市長会、島
根県町村会

事業番号②について
市町村、シングルマザー支援団体、県母子寡婦福祉連合会、シングル女性支援団体、県社会福祉協議会、
市町村社会福祉協議会、各種就労支援機関（マザーズハローワーク等）、県内子育て支援センター、県内コ
ミュニティセンター、生活困窮者自立支援センター、福祉事務所、女性相談センター、児童相談所、人権セン
ター、法テラス、各助産院、子ども食堂、民間シェルター、その他民間支援団体等

事業番号①について
・連携体制の構築と情報提供
・目標、ロードマップの進捗管理
・目標達成のために必要な事業の実施（ワーキングチームにより事業の検討及び実施）

事業番号②について
当該事業の周知及び困難を抱える女性への相談対応等

事業番号①について
・市長会及び町村会が応援会議の構成団体であり、全ての市町村と情報共有、事業の実施で連携している。

事業番号②について
県内市町村との連携による相談会・交流会の実施

▼いずれかに〇 ▼②選択時のみ入力 ▼取組内容（①、②選択時のみ入力）

①しまね女性の活躍応援企業及び子育て応援企業を、企画競争方式での加点
評価の対象とし、物品及び役務の調達における指名競争入札や随意契約の際
に、指名先または見積先に含めた。（H29.9月）
②しまね女性の活躍応援企業を工事請負に係る競争入札参加資格審査におい
て加点評価の対象とした。（H31年度）

mailto:kawai-saki@pref.shimane.lg.jp


様式２－１－３

①

・交流会・セミナー延
べ参加者数

（アウトプット）

・延べ１００人

（R8.3）

・延べ９５人

（　R7.1　）

・交流会・セミナー参
加者のうち、支援機
関への相談に繋
がった件数 （アウトカム）

・１０人

（R8.3）

・５人

（　R7.1 　）

（２）事業ＫＰＩ

― （　　　） ― （　　　）

・経済団体、関係団
体など官民連携の
考え方及び具体的
な連携主体・連携
方法
⇒要件③「官民連
携」

・連携地方公共団
体及び具体的な連
携方法
⇒要件③「地域連
携」

・交付金事業間連
携、他施策との連
携
⇒要件④「政策連
携」

注１）「３．事業費」については、別途、単価、員数、日数等が分かる積算資料を添付してください。

注２）本様式はＡ４で２枚以内としてください。また、適宜参考となる資料を添付してください。

・本県における官民連携の協働母体である「しまね働く女性きらめき応援会議」と連携し、民間のアイデ
ア・発想を活かすとともに、構成団体での当事者意識を醸成する。併せて事業を実施、検証する。
・事例発表を行う先輩起業家や講師の選定や参加者の募集等について、商工会議所連合会、商工会連
合会、しまね産業振興財団、よろず支援拠点等と連携する。
・連続セミナー（ビジネスプラン発表）において、島根県信用保証協会・日本政策金融公庫松江支店など
の金融機関より、受講者に向けてアドバイスをもらうことで起業後の資金面での支援に繋ぐ。

・女性の活躍推進に向けて県と市町村で開催している地域別の担当者会議等を通じ、情報共有のうえ、
市町村を通じて事業の周知など広報面での協力を得る。

・「働く女性のスキルアップセミナー」（交付金事業以外）と連携することで、起業交流会・セミナー参加者
に、キャリアアップ等に関する情報提供ができる体制を構築する。
・女性専用就職相談窓口「レディース仕事センター」と連携し、起業に限らず、女性の希望に応じた多様
な働き方への支援体制を構築する。

（１）事業目標

５．個別事業の内容

【事業内容】
　育児や介護など様々な理由で自らの希望に沿った働き方ができていない女性等を対象に、以下の交流
会・セミナーを通じて、多様な働き方に関する情報提供を行うとともに、起業に関心のある女性の掘り起こ
し・起業マインドの醸成を図り、創業支援機関（よろず支援拠点など）への相談に繋げる。
(a)先輩起業家との交流会
・先輩起業家から起業のきっかけや起業後の体験談を聞き、具体的な起業のイメージをつかむ
・起業前から先輩起業家や他の参加者と交流することで、女性起業家や起業を目指す女性同士の新た
なネットワークの構築を促す
(b)起業を学ぶ連続セミナー
・交流会で起業に興味・関心が出てきた方等を対象に、起業について学ぶ連続セミナーを開催
・セミナーに加えて希望者に対しては、創業支援コーディネーターによる個別相談を実施
・起業のノウハウを学び、起業後３年間の計画づくりを通じて起業マインドを醸成し、創業支援機関への具
体的な相談に繋げる

【事業の方向性】
・実施内容及び効果を「しまね働く女性きらめき応援会議」のワーキングチームメンバーと検証したうえで、
対象者の掘り起しを継続的に図るためにも、次年度以降も継続して実施する。

【令和６年度の効果】
先輩起業家との交流会および起業を学ぶ連続セミナーと個別相談を実施。連続セミナーの最終回では、
受講者の中から５名が起業の実現に向けたビジネスプランを発表し、金融機関（島根県信用保証協会・
日本政策金融公庫松江支店）よりアドバイスをもらうことで、起業後の資金面での支援に繋げた。また、先
輩起業家と受講者との交流により新たなネットワークが形成され、起業を目指す受講者の意欲向上に繋
がった。令和７年度も本事業を継続することで、女性の多様な働き方を支援する。

２．実施期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月３１日

３．事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　２，３３７，５００円

４．個別事業の事業目標
⇒要件②「見える化」

目標・ＫＰＩ 目標値（時点） 現状値（時点）

１．個別事業名 女性の起業支援事業

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（都道府県分）

都道府県名：島根県　　　　　　　　　　

事業番号
過去に当交付金を受けて行った事業と同様の事業の場合
は、同様の事業を行った年度をすべて記載してください。
（例：R4、R5など）

R2、R6



様式２－１－３

②

（１）事業目標 相談につながりにく
い方(※)へのアウト
リーチの実施

※様々な事情によ
り、相談会等に参加
できない方

（アウトプット） 20回
（R7年度末時

点）
５回 （R6.12月末時点）

シングルマザー支援
団体が実施するＳＮ
Ｓによる個別相談の
強化

（アウトプット） 60件
（R7年度末時

点）
52件 （R6.12月末時点）

若年層を対象とした
交流会の実施

（アウトプット）
東西部各１回
以上

（R7年度末時
点）

3回 （R6.12月末時点）

母子寡婦支援団体
が中山間地域等で
主催する相談会等
参加者の増

（アウトカム） 80名／８回
（R7年度末時

点）
R6目標：80名/8回
R6実績：70名/8回

（R6年度末 ）

母子寡婦支援団体
が実施する相談会/
交流会の新規参加
者の増

（アウトカム） 20名
（R7年度末時

点）
R6目標：20名
R6実績：6名

（R6年度末 ）

（２）事業ＫＰＩ
（　　　） （　　　）

１．個別事業名 女性のつながりサポート相談事業

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（都道府県分）

都道府県名：島根県　　　　　　　　　　

事業番号
過去に当交付金を受けて行った事業と同様の事業の場合は、
同様の事業を行った年度をすべて記載してください。（例：R4、
R5など）

R3、R4、R5、R6

２．実施期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月３１日

３．事業費 　　　　　　　　　　　　４，８８９，８９０円

４．個別事業の事業目標
⇒要件②「見える化」

目標・ＫＰＩ 目標値（時点） 現状値（時点）



・経済団体、関係団
体など官民連携の
考え方及び具体的
な連携主体・連携
方法
⇒要件③「官民連
携」

・連携地方公共団
体及び具体的な連
携方法
⇒要件③「地域連
携」

・交付金事業間連
携、他施策との連
携
⇒要件④「政策連
携」

注１）「３．事業費」については、別途、単価、員数、日数等が分かる積算資料を添付してください。

注２）本様式はＡ４で２枚以内としてください。また、適宜参考となる資料を添付してください。

５．個別事業の内容

・1つ目は、県で唯一のシングルマザー支援団体へ業務を委託。
・当該団体が県東部・西部に置く拠点を核に、県内全域を対象に行ってきた、不安や課題を抱える女性を幅広く対象とした
交流会及びオンライン相談等を駆使した活動の広域化を継続。引き続き、きっかけづくりとしての生理用品ほか衛生用品な
どの配布も行いながら、女性同士がつながる居場所作りに努める。併せて、より深刻な悩みに対応するため、相談会等にカ
ウンセラー、弁護士、発達アドバイザー（産婦人科医師）、ファイナンシャルプランナー、助産師等の専門家を派遣、または、
相談者を適切な支援機関や、専門家に繋げ（従来の公的機関だけでなく、別機能を持つ民間シェルターとの連携を図る、公
的機関と民間団体を繋げる等）、繋ぎ先との継続的な情報共有を行うなど、きめ細かな支援を行う。
・本事業の参加対象者の中には、様々な事情により、交流会・相談会に参加できず、必要な支援が届きにくい方が存在す
る。また、離島中山間地域における周囲の目を気にする地域性により集客に苦慮している地域もある。その一方で、行政の
相談につながりにくいと言われている若年層からの相談が寄せられることもあり、民間団体が実施する本事業を通して若年
女性への支援を強化する必要も出てきている。これらの課題を踏まえ、以下のとおり方策を講じる。
1）アウトリーチによる支援の強化
　・対面での相談を希望しながらも、様々な理由により、相談会・交流会に参加することが難しい方がいた。令和6年度よ
　　りアウトリーチ支援を開始し、行政支援の行き届きにくい層に対してもアプローチできたが、潜在的な支援を必要とす
　　る相談者へは、継続した訪問支援が必要である。また、アウトリーチ支援に繋がった方が、相談交流会や然るべき支
　　援に繋がるよう、他の相談窓口とも連携し働きかけを行う。
2）ＳＮＳを活用した個別相談
　・相談会参加者に対する適切なフォローアップの強化
　・相談会・交流会に参加しにくい方に対する相談支援
3）オンライン相談の継続
　・県内全域を対象とした複数人数参加によるオンライン相談会
　・オンラインカウンセリング(紹介)
　　⇒困難や孤独へのケアや寄り添いの質を高めるため、希望者をカウンセラーにつないでいく
4）若年女性等を対象とする相談支援
　・若年女性を対象とした相談交流会の実施／プレコンセプションケアを含めた個別相談やピア健康教育の推進
　・流産・死産・病気で子どもを亡くした女性やひとり親女性等同じ悩みを抱える女性が集まる相談交流会の実施
5）市町村との連携による相談会・交流会の実施
　・令和7年度は、３地域で相談交流会を初開催する。
・これまでは、相談交流会を開催予定であったものの、地域性により相談会への参加をためらう方がおり、未開催となった地
　域もあったため、相談者への直接的なアプローチだけでなく、相談者にとって身近な市町村担当窓口ともより積極的な関
　わりを持ち、潜在的な相談者の掘り起こしやニーズの把握に繋げる。県内全域での開催を目指し、取り組みをより一層展
　開させていく。
6）広報の工夫
　・若年女性へのアプローチとして有効であると思われるインスタグラム等を活用した広報を実施する。
　・連携が十分でない市町村へ出向き、直接事業説明、対象者への周知依頼等を行う。また、子ども食堂など他の支援
　　機関のイベントで事業の周知や、不安を抱える女性が気軽に参加しやすいよう、民間団体等が実施するイベントと連
　　携した事業実施も検討する。
・２つ目の団体として、県内一円でひとり親等の支援にあたる団体に委託。物価高騰などで不安や孤独を抱える女性を幅広
く対象として、地域に根ざした取組を行う団体の強みを活かし、地域の担い手による相談会・交流会を実施することにより、県
内各地における相談体制の定着を目指す。
・これまでの取り組みから①県東西部、中山間部など複数地域での相談会の開催、②相談会後に外との関わりを閉ざしてし
まわないよう、参加者に対する電話等でのアフターフォローの継続、③参加者が悩みを話しやすいよう、手芸などの軽作業・
レクリエーションをしながらの話しやすい環境づくり、④母だけでなく悩みを抱えた子に対応する託児等スタッフ体制の強化、
⑤親子が外と関わる意欲を促すため、外に出て共に体験する機会を作る、を中心として実施する。
・特に⑤は、経済状態や他者との関わりが乏しいことから出掛ける機会が少なく閉じこもってしまう要因となっているため、外と
関わる意欲を促し、親子の貴重な体験の一つとなるよう令和６年度は新たに屋外での散策やレクリエーションによる親子の交
流を行いつつ相談会を実施したところであるが、１時間以上かかる地域から参加された方もおられ、「思い切って有休を使い
参加した。いつもと違う雰囲気で寛げ、交流会後も色々観光し子どもとともに楽しんだ。来年も参加したい」と好評であったこ
とから、令和７年度はこの取組を拡げることとし、新たに公園等で体を動かしながら交流を図る会を複数回実施し、参加者の
外に出る意欲を促し孤立防止につなげる。
・同団体が実施している支援事業への参加者への呼びかけのほか、つながりサポート事業のメイン広報媒体である同団体の
インスタグラムの登録者数は1100人を超えており、さらなる登録者数の増加と広報及び交流会の参加者増を図るため、チラ
シや交流会で作成した手芸品をインスタグラムのQRコードを添えて市町村等の窓口で配布する。
・同団体は無料職業紹介などの就業支援や養育費相談などを実施しており、仕事がない等の悩みに対して専門的な支援す
ることができる。この事業を実施する２団体の参加者が、もう一方の団体や自治体が実施するより専門的な支援を受けられる
可能性があれば繋げる等、必要な支援に確実に繋げていく。

●島根県
・事業の実施主体として事業の総括を行う。
・各種相談機関、相談会及び交流会開催地の市町村への協力要請や調整
・広報媒体を活用した事業の広報
●シングルマザー支援団体
・各地域の市町村、相談機関、同団体を支援する県内開業助産院等と連携し、相談会会場や相談員としての協力体制を構
築した上、相談会及び交流会を実施。困難を抱える女性への相談支援を行う。
●島根県母子寡婦福祉連合会
・県内各地の支部と連携し、相談会及び交流会を開催。要支援者に対し相談対応を行う。
●ハローワーク（マザーズハローワーク）
・事業PRチラシを配布し、要支援者に対し相談対応を行うとともに、他の相談機関への相談等の促し等を行う。
・必要に応じて他の相談機関への繋ぎや、他機関と連携した対応を行う。

●市町村
・市町村と連携した相談会・交流会の実施。
・相談者を必要に応じて市町村の相談窓口につなぎ、連携した支援を実施。
●女性相談センター、児童相談所など
・相談者を必要に応じて各相談機関につなぎ、連携した支援を実施。

・県内市町村と連携した相談会を実施する。


